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・事実
1 訴外A社は，学習教室の経営，教育教材

及び教具等の製造販売等を目的とする株式会

社である。Xl（原告）は， A社営業本部長

であり， X2（原告） は，同社において教材

の企画開発等を行っていた。y（被告）は，
本件解雇当時， A社代表取締役であった。

2 平成22年2月25日，会議が開催されたが，

Xlは顧客の通夜があったためYの了承なく

同会議を欠席した。 3月1日には， Yを訪ね

るようにいわれたが，取引先幼稚圏に行く必

要があったため訪ねず， 5日にYから， Xl

のA社に対する背信行為が判明したため，懲

戒解雇事由ともなるなどと述べられ， 8日に

Yを訪ねるようにといわれた。そこで， Xl

は面談場所の変更等を求め，17日になって，

XlはYらと面談したところ，6通の始末書

への署名を求められた。面談終了後， Yは17

日付け解雇予告確認通知書を，Xlに郵送し

解雇を通知した（以下，「本件解雇」という）。

他方， X2に対しては，平成22年5月7日付

け書面により， NPO法人への転籍の打診の

撤回， A社事務所等への立ち入り禁止及び顧

問料支払いの拒否等を通知した。

3 その後， Xらは東京地裁に仮処分命令申

立を行い，仮処分決定が確定し，一部債権を

取り立てたものの， A社が仮処分決定に従わ

なかったためYに対し， 会社法429条1項又

は民法709条に基づき損害賠償を求めた。

圃判旨

（請求棄却）

1 「本件解雇は， 客観的に合理的な理由が

ないにもかかわらず行われたものであり，労
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働契約法16条に反し，解雇権を濫用するもの

として無効である。」

2 「Yは，本件解雇当時， A社の代表取締

役として，同社に対して普管注意義務を負っ

ていたが，その中には労働法規を含む各法令

を遵守する義務も含まれると解されるとこ

ろ， …本件解雇は無効であるため， Yは，客

観的には上記義務に違反しているといえる。

もっとも， Yは特段労働法規に通じていたわ

けではなく，本件解雇が無効であることを知

りながら，故意に本件解雇を行うこととした

とまではいうことができない。…Yが， Xl

に対し， Yにおいて解雇に足ると考えた事由

を記載した始末書への署名を求め，これを得

た後に本件解雇の通知を発している事実を踏

まえると， Yとしては取り得る手段をとった

と認識していたのも無理からぬところであ

り，弁護士等に相談をしなかったことを考慮

に入れてもなお， A社が本件解雇を行ったこ

とが， Yの重過失に基づくものであるとまで

評価することは困難で、ある。J
3 「本件解雇について， Y自身が不法行為

責任を負うかであるが，本件解雇はあくまで

もYとは別に法人格を有するA社が行ったも

のであり， Y自身のXlに対する不法行為を

観念することはできない。」

量解説

1 本判決は，本件解雇等が無効であること

を前提としつつも（判旨1），本件解雇につ

いて代表取締役の対第三者責任（会社法429

条1項）及び不法行為責任を否定した ［判旨

2・3］。近時，労働事件において会社役員・



個人の責任が追及されている事案が増えてお

り，本件もその1つといえよう。
2 取締役の対第三者責任は，悪意又は重過

失により会社に対する任務慌怠によって第三

者に損害を与えた場合に認められる。そこで

まず，取締役は会社に対して労働法令遵守義

務を負うかが問題となる。この点については，

賃金の不払いが問題となった昭和観光事件

（大阪地判平21・1. 15労判979号16頁），過

労死における使用者の安全配慮義務が問題と

なった大庄事件（大阪高判平23・5. 25労判

1033号24頁）等が類似の判断をしている。ま

た取締役の対会社責任が問題となった事例で

あるが，野村詮券損失補填事件（最判平12・

7・7民集54巻6頁1767頁）は取締役の法令

道守義務につき「商法その他の法令中の，会

社を名あて人とし，会社がその業務を行うに

際して道守すべきすべての規定もこれに含ま

れる」としており，労働法規違反は会社に対

する任務4陣怠を構成しよう。したがって，本

判決の一般論は従前の裁判例と一致するもの

となっている。ただ，本判決は任務僻怠につ

き重過失はないと判示し結果的に責任を否

定している。確かに，労働法令を遵守すべき

であるとはいいつつも，法律の専門家ではな

い代表取締役にとって，本件解雇について労

契法16条に違反するか否かの判断は容易では

ない。しかし一般に会社法の判例学説では，

取締役の法令違反について厳格な判断がなさ

れており，本件のように，解雇が違法となる

かどうかの検討もほとんどしないまま解雇し

た場合に重過失がないとまでいえるのかはや

や疑問の余地がある。

3 次に，違法解雇における代表取締役個人

の不法行為責任についてであるが，通常，権

利濫用に当たる解雇は，それだけでは不法行

為とされず，故意・過失等の不法行為の成立

要件を吟味した上で結論が出される。そして，

通常期待される方法であれば懲戒解雇事由が

ないことを知ることができたにもかかわら

ず，杜撰な調査等により非違事実を誤認した

場合（静岡第一テレビ事件（静岡地判平17・

1・18労判893号135頁））や，通常払うべき

法令調査等を尽くしていれば解雇は許されな
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いものであることを認識することができたに

もかかわらず，解雇回避のための手段等を検

討することなく解雇した場合（三枝商事事件

（東京地判平23・11・25労判1045号439頁））

に過失が認められてきた。そうすると，少な

くとも従来の裁判例の一般的枠組みに照らし

て，本件では，通常払うべき解雇事由の調査

等や本件解雇の違法性についてほとんど検討

がなされないまま解雇しているという点から

すると，使用者の過失による不法行為が成立

する可能性があったのではないかと思われ

る。

4 しかしその一方で，本件では使用者の

不法行為ではなく，代表取締役個人の不法行

為が問題とされており，使用者の不法行為は

成立し得たかもしれないが，使用者と別人格

である代表取締役個人の責任は発生しないと

いう前提の下， 3で述べたような検討をしな

かったとも考えられる。確かに，違法解雇に

ついて代表取締役等の個人責任を認めるべき

ではないとの立場もある。しかし代表取締

役は，労働契約上の使用者を代表して，その

権限を行使する場合，使用者が負う契約上の

義務の趣旨に沿ってその権限を行使する不法

行為法上の注意義務を負うと考えられている

こと，機関の行為は，法人の行為を形成する

一面と，機関個人の行為たる一面との二面性

を持ち，機関個人の責任を生ずると考えられ

ていること，また，従来の裁判例においても

タイカン事件（東京地判平15・12・19労判

873号73頁）がこれを肯定していることに鑑

みれば，会社と別人格であることのみをもっ

て責任を否定した点は，妥当とは言い難い。
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